
第 2号‐
様式 (1)一①

(単体発注・事後審査型)

那覇港管理組合一般競争入■公告第上 号^

地方自治法 (昭和22年法律第67号)第 234条第 1項の規定により、一般競争入札 (以下 「人札Jと い う。)

を次のとおり実施する。

令和6年 5月 27日

と 入本とに付する事項

2 入奉L参加資格

次に定める要件をすべて満たしている有資格業者でるること。

那覇港管理組合管理者 玉城 康雅

郎畿灘
轡頸緩み
轡爾虜

B響

(1) 業 務 名 那覇港内施設建築基準法第 12条点検業務委託 (R6)

(2) 残 行 場 所 刃卜覇港管内

(3) 業 務 内 容 建築基準法第 12条 に基づ く点検業務

(4) 曜   行   辣   関 契約締結 爵の翌 日から180日 間

(5) 設   計   金   額 13,260,500用 (税込)

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業務 :ま 、競争参加資格の審査を入札執行後に行 う。

(7) 最 低 制 限 価 格

本入札案件は、最低41般価格が設定されているため、最低制限価格未満の人札者は

落札者 となることができない。
派 「那覇港管理組合が発注する建設工事等に係る最低幸!獣価格取扱要領ど

(httl,s://nahaport jp/business/contract/)

(8) 適 用 す る 技 術 者 単 機
令和6年 3月 設計業務
委託等技術者単価

た本業務の予定価格は左記 |こ 示す設言1業務套当f等技術者革イ函

を適用 して積算 してお り、入本と参加者は同革価を適用 して見

積 りを行いう入、本tュ 却
~る

こと。

(9)

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 指1度 等

(※ 本案件は、右表の う
ち、Orコ を付 した鮨J度等の

適用がある。 )

議会議決

本業務は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取轟又は処分
に関する条例第 2条の規定に基づき、議会の同意の議決を要す

るため、落札決定後は仮契約を締結 l′ 、議会寛)同意の議決を経
てユ邑知 と́たときに本契約 となる

準備 手続き
(予算成立菖t)

本手続きは、次年度当初 (補正)予算成立を前提 とした年度開

始 (予算成立)前からの準備手続きであり、予算成立後に効カ

を生 じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)千算

案が台決 された場合は、契約を締結 しない。また、次年度当初
(補工)予算,茂立後においても、国庫文出金に係る交付申請等

の手続きの関係上、入札を延期する場合がある。

準備 手続き
(交付決定前)

本手続きは、隠庫支農金に係る予算使用を前提ととンた事前準備

手続きであり、交付決定後に効力を生 じる事業である。従っ

て、交付申請等互)手続き■)関係上、入札を廷期する場合があ

る.

準備 手続き
(繰越承認前)

本手続きは、議会における繰越承認を前提 とした事前準備手続
きであり、議会承認後に効力を生 じる事業であるc従って、議

会において本業務に係る予算の撫越承認が否決された場合 ,よ、
入札を廷期又は中止することが麦)る 。また、予算の繰越承認後
においても、国庫支出金に標 る繰越 (習債)手続きの関係上、
入札を延期する場合がある。

債務負担行為業務
本業務は、償務負担行為に孫る契約の特只1の適用を受ける業務
である。

(1) 業 種 区 分 建築関係コンサルタン ト

那朝港管理組合の測量 。建設コンナルタン ト等業登録業
者名簿において、左記の変録を有する t)の。(2)

測量・建設コンサルタン ト

等人札参加資格名簿登録年

度
令不「6・ 7年度

(3) 登 録 業 種 建築一般
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(4) 地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない者でた〉ること。

(5) 人札 日から当該姿託の落札決定日までの間において、ガh覇港管ユ■巳組合の指嘉停止措麓を受けていないこと。

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立

てがなされている者 (手続 き開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。)ではないこと。

(7)
警察当局から、暴力岡員が実質的に経営を支配する建設業警叉はこれに準ずるt)の として、那覇港管理組合発

注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続 している者でないこと。

(8)

入札に参加 しようとする者の間に以 ドの基準のいずれかに該当する関係がないこと。
なお、以下の調係がある場合に、辞退する者を決めるために当事音間で連絡を取ることは、那覇港管理組合競争

契約入札心得第 3粂第 2項の規定に抵触するものではない。

ア 資本関係
次のいずれかに該当する二者の場合。

(a)子会社等 (会社法 (平成17年法律第86号 )第 2条第 3号の 2に規定する子会在等をい うし以 下同じ。
と観会社等 (「l!l条第 4号α)2に規定する規会社等をい うЭ以下同じ9)の 関係にある場合

(b)親会社等を同じくする手会社等同士α)関係にある場合

イ 人的関係
次のいずれかに該当するこ者の場合っただ し、 (a)に ついては、会社等 (会社浅施行規則 (平成 18年法務

省令第義2号)第 2条第 3項第 2号に規定する会社等をい う。以下同じ。)の一方が民事再生法 (平成,1年

法律第225号)第 2条第 4号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平成14年

法律第154号)第 2条第 7項に規定する更生会社をいう。)である場合を除く。

(a)一方の会社等の役員 (会社法施行規則第 2条第 3項第 3号に規定する役員の うち、次に掲げる者を
い う。以下同じ。)が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

1)株式会社寛)駁締役。ただ し、次に掲げる者を除く.

①会社法第2条第11号の2に規定する監査等委員会設置会社とこおける監査等委員である取締役

②会社法第 2条第12号に規定する指名委員会等設置会社における政締役

③会社法第 2条第15号に規定する社外取締役

④会社法第348条第 1項に規定する定款に馴段の定めが麦)る 場合により業務を執行 しないことを

されている取締役

2)会社法第402条 に規定する指名委員会等設置会社の執行役

3)会社法第575条第 1項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社又は合岡会社をいう。)の社員

(同法第590条第 1項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行 しないこととされ

ている社員を除く。 )

4)組合の理事

5)その他業務を執行する者であつて、 1)か ら4)ま でに掲げる者に準ずる粘

(b)一方の会社等の役員が、地方の会社等の民事再生法第64条第2項又は会社更生法第67条第 1項の規定に

より選任 された管財人 (以 下■に管財人とい う。)を現に兼ねている場合

(c)一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

ウ その他の入札の適王さが阻害されると認められる場合
組合 (共同企業体を含Eょ 。ヽ)と その揺成員が同一の入札に参加 している場合その他上記ア又はイと同視
しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合ω

(9) 地 域 要 件
那覇市、イ甫添 F言、糸満市、豊見城市、南城市、南風原町、人重瀬町、写那原町、宣野湾
市、西原町内に本店があること。

(10)

業
務
実
績

対 象 期 F口骨
自 平成26年4月 二層 左記の期剥内に下記の対象業務を請負い、完成。引渡 しが

完了した業務実績を有することり至  令和6年 6月 10露

対 象 委 託 (建築)建築一般

備 考 官公庁発注による建築基準法第12条 に基づく点検業務

(11)

配
置
予
定
技
術
者

備 考

次に揚げる要件を満たす管理技術者を当該業務に配陛することができること。

ア 下記の資格のいずれかを有すること。
a,‐級建築士又 ,ま 二級建築士
b.建築基準法第 12条の 2に規定された建築物調査員資格者証の交付を受けている

者

イ 配置千定技術者にあつては、入札 剛自1に 3か月以 との直接齢かつ恒常釣な雇用関
係があること。

(12) 取 抜 け 案 件

以下の業務を落札 した者は、本業務の落札者 となることはできない。

・該当無 し′
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3 設計図書等の職布、質 FH弓 及び回答

4 資格確認申請善等の提鶏

5 入札手続き等

設 計 図 書 等 の 白亡布

期 間 由 令和6年 5月 27日  明 ) 至 令不H6年6月 10日 (月 )

配 布 方 法 那覇港管理組合ホームページにて配布する。 (1lttps i//nahap● rt.jp/)

配 布 場 所 '

聞 い 合 せ 先

那覇市通生町 2香 1号

那覇港管理組合 総務郭

電話 0988682578

3階

総務課 貯務班

質 問 ・ 回 答 蜘 聞 等

(1)入 社・契約 手
続 に関す る こ と

那覇市通童町 2番 1考

那票港管遅糸月合 総務部

ロヨ言話  098-868-2573

3階

総務課 財務班

「 AX  098-868‐ 2629

(2)L記 (1)以 外
に 関 す る こ と

那覇市逢堂町 2番 1号  2:培
那覇港管遅組合 企画建設郭 管理課

民ヨ言舌  098-862-2323

提  出  鞘  聞
善 令和6年 5月 27日  (月 )  ～  至 今和G年 6月 6日  (本 )

上記期麗寛)土 標及び視 日を除く毎 躍、 9時から17時 まで命

提 出 場 所 L言己(1)に 厩 じ。

提 出 方 法 電送 (FAX又 はメール (thi tou随 2o330noh3っort`j,))又 は持参

に1 各  方  法
刃ヽ覇港管理組合ホームrミ _ジ (httpS:〃nahaport.jp/)及び と記 (1)に

おいて、以下の期間、閲覧に供する。

囲 答 期 間
匿答 日から  令和6年6月 12日 (水)  まで

上記期間の上 博及び祝 日を除く毎 日、 9寺から17時 まで.

資 椿 確 認 中 請 善

本競争の参力日希望者とと、次の書類を期限内に提理すること.

な永お、期限までに提 1ヨ がない場合、本競争に参加することができない.

提 出 書 類
① ^般競争入札参加資格確認申請書 (第 3考様式)

②返信用封筒 (入札結果通知用 (84円 切手貼付))

提  出  期  間
自 令和6年 5月 27脚 〔月) 至 令下日6年 6月 10磨  (月 )

上記期間の土 欝及び祝 藤を除く毎 日、 9時から16時 まで.

提 出 場 所

那覇市通堂町 2番 1号  3階
那覇港管理率「合 総務部 総務課 財務班

目皇言舌  098-868-2578

提  出  方  法 持参又は郵送 (一般書留もしくは簡易書留)

提  出 部 数 1吉h

入  札  期  日

入  札  方  法

本業務li、 紙入札により実施する
入なと書等は、あらかじめ指定する露:こ配達されるように (「配進日指

定郵便J)、 「 ^般書留J叉は「缶易書留Jのいずれかの方法により郵
送すること。持参や普通郵便等で提出された場合、無効とする。

提 出 書 類
①入:L警

②業務費内訳書
日
‐

定
瞬

指
札

達
入

配
て

令和6年 6月 12尋  欲 )

宛 先

〒9000035  那覇市違堂町 2番 1号

那覇基管理社合 総務剖
` 

総務課 財務班

電話番号 0988632578

載
額

記こ
金

書

る

士↑入
す

落本と決定にあた rつ ては、人本と書に記載された金額とこ当該金額の100分の
10に lヽ「 当する額を加算 した金額 (当 該金額 1こ と円未満の端数があるとき
は、その端数全額を切 り捨てた金額)を もつて落札価格 とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかと問わず、見積 t,っ た契約希望金額の110分 の100に櫻当する金額
を入札書に記載すること,
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入 社 に 関 す る
注 意  事  項

ア 入札書のくじの数字 (任意の数字 3精)は、同額くじ揺選が発生とォ

た場合に使用するため、必ず記入すること。
イ 西[■ 造指定用以外の用に癌いた入札書及び業務内訳讐は、受遅 しな

い 。

ウ 入札〒・の欝付は、開札 ,1を記入すること。

業 務 費 内 訳 書
の   提   出

ア 第 ll口 1用 の入
=と

とこ除 し、入札書に記裁 される入
=と

金額に対応 した業務

費内訳書 (様式自lll)を 提出することと
イ 業務黄内訳喜には、作成年月 日、項 日、員数、半価及び金額をり1ら

かにし、商号又は名称並びに住所を記載することc

ウ 業務費内訳書には、代表者印を押印することc

工 管理者 (こ れ らの者の補助者を含むЭ)は、提出された業務費内訳

書について説り1を求ダ)る ことがある。

入 札 の 無 効
本公告とこ示 した競争参加資1/等めない者の した入札、資 l′辞確認申請書等 tと虚偽の記載をした

者のした入札及び入れに関する条件に進反 とンた入札は、無効 とすると

入 札 の 辞 退 等

安格確認申請讐の提赴と後、都合により入札を辞選する場合は、開札 日時まで tこ 入札辞選届

を提鍵すること。
また、落礼決定まで互)麗 に他の業務を落礼 したことにより肥置予定技術者を本業務に配置

することができなくなつたときとま、直ちに報告することと当該報告がなく、本入札の手続き

が落札決定まで至った場合、指名停止措置要領に基づく指名停止を行 うことがある。

歩 の 他

ア 落札候補者がいない場合は開札後直ちに再度人札を行 うので、再度入社にも参加する

場合は、開礼寺点から立ち会 うこと.初度の開札時に立ち会オつない参加をは再度入

=と

1を辞退 したも寛)を みな し、再度入札への参加を認めない。
イ 代理人が入れする場合は、入札を行 う繰に委任状及び自己の印雄を持参することと

ウ 養任状には、業務名を記入り
⌒
ることじ

工 再度入札参加者叉ユま再度入札参加での代理人は、当該入札に対する他の再度入札参

加者の代理をすることはできない。
オ 再度入札は、 1口のみとするc

6 開本L

開   札   日  時 令和6年 6月 13日   (本)  10iOO ※入札書の日付

開   札   場   所

那覇港管理粗今 2階大会議宍

※入本と者すま、開札に立ち会 うことができる (再入札に参加する場合は、開札時′煮から
立ち会 うこと)。

7 資格確認資料の提出と競争参加資格の審査

Fヵ弓札後、落札者の決定を保留 し、予て価格の範匪内で有効な最低の価格をもつて入札を

行つた者 (以 ド「落札僚補者Jと い う。)か ら順に競争参力日資格の審査を行 う◆落札侯補を
は、期限までに資格確認申講書等を提農しない場合、競争参力B資格がないt,の とする。

なお、落札候補者は上位から順に 3者 (上位の者 と同額の者が複数いる場合はこの限りで

はない.)を決定し資格確認資料を求めるが、通椿者が確認できた時点で、次順位以降の者
の競争参力‖資格の審査は行わないものとする。

令和6午6月 13日 (木)17:OO まで (予定)に対象業者あて通始する9通   知   日

提 出 期 限 令下「6午6月 17日  (月 )15i00 まで

提  出 書  類

○ 配置予定技術者の資格等 (様式 1)

② 業務実績 (様式 2)

③ 資格確認申諸書 (第 3号様式)の資棒確認の各項臓に記載した必要書類

提  出  部  数 1雪焉

提  出 方  法 原則、持参

提   鍵  先

〒9000035  那覇市通堂町 2番 1号

那覇港管理紳合 総務部 総務課 財務班

電話番号 0988682578

養
実

の

の儲鱒
候
事

札
び

落
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競 争 参 加 資 格 の 確 認

競争参加資格の確認は、「升日本と̀後 、申請書等の提出朗限の日をもつて行 うものとし、その結

果は以下の目までに書面により遇知する◇

令和6年6月 20鮮 (木)(予定)

なお、落▲と候補者について競争参加資格が確認 され適格をであることが確認できた場合
は、落札者決定逓矢Πをもつて資イン静確認結果の通知に代えるものとする.

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審査の結果、碁札候補者が競争参加資格を満た と́ていると確認 した場合は、当該落

=と候補者を落札者とする。また、その結果は、今人本と参加者に通知する。

競争参加資格がなモヽと認め

られた者がそのす里曲に対 し
て 不 服 が あ る 場 合

競争参加資格がないと認められた者は、管理者に対 と́て競●参加資格がないと認められた

理 Fヒ Iこついて説明を求めもことができる。
管理者は説明を求みられたときは、常情を中し立て期限α)翌 厨から起算 して 5層 以内 (イ1、

日を除く〕筵説よ`l]を求めた者 :こ対 し、書面により回答
‐
0⌒ る。

提 出 期 眼
競争参加資格確認結果の進知を行った目の翌 日から起算 してる鐸以内

(休 日を除く)と する。

提   出   先 那朝港管理組合 総務部 総務課 財務班

提  出  方  法
暮面 (様式 自由)を持参することc郵送又は電送 (メ ールや「

AX)イこよ

るものは受け付けないc

本  入 札  に 係
資 料  の 取 扱

る

ヤ`

ア 資格確認申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負↓Rと する.

イ 契約担当者は、提出され,た資格確認申議書等について、競争参加資格の確認以外に

提出者に無野で使用 しない。
ウ 発出された資格確認申請書等は、返却 しない⇔
工 提出日,]限 内に限 り、資格確認申請書等の修正、と し替え、追カロ、再提れ!を認める。
オ 提出期限を過ぎた場合、資格確認申請書等は受け付けない。
力 資格確認申請讐等の受理後、書類内容を審査 し、書類の記載漏れや添付鴻れ等が

あつた場合は競◆参加資椿無しとなり、落本とぢ者 となることはできない。
キ 資樗確認申請書等とこ虚偽 lア)記載をと′た場合、指端停 h措置要領とこ基づく指名停 止

を行 うこ≧がある。

惑 入卒と保証金及び契約保証金

入  札  保  証

人札保証金の金額等は、鋭金又は管理者が確実と認める有価証券等をもつて見積る契約金

額の100分の5以 れを納付するt〉 のとする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、入札保

証金の納付を免除する。
ア 保険会社 との間に経今を被保険者 とする入札保三正保険契約′と́締結 した溢き。
ィ 円 (独立行政法人含む◇)又は地方公共団体とその種類及び規模をほぼ同じくする契

約を締結 した実績を有 し、これ らの うち過去 2箇年の間に履行翔〕限の01来 とンた■以 上の

契約を全て誠えた渡行 した者 ,

なお、次の者は入れに関する条件に違反 したものとして、その入札を無効とする。
(1)期 限までに入札保証金の納付、若 しくは維付に代わる上記ア、イのいずれかに係る

書類の提出のない者
(2)入札保誰企の金額等が上記の条件に満たない場合
(3)入札保証金等の綿付等に係る書類に不備があった場合
また、 …度提陛され′た人札保証金の納付等の変更はできないものとする。

※ 入裏̀保証金を免除した落札者が契約を結ばない場合、損害賠償金 をと′て、入札金額に

消費税及び地方消費税を加えた額の100分 の 5を刃h覇港管理組合 ,こ 納付 とォなければならな
い

^

※イにより入札保証金α)免 除を受ける場合は、様式 千地方公共田休等契約状況確認Jを
提出すること⇔

提 出 期 限 今和6年6月 11日 (火)17:00 まで

〒9000035  カh覇 市通堂町 2番 頭考

那覇港管理組合 総務詢I 総務誤 財務班

民言言苫ぞ争彊チ  098-868-2578

提 |十1 先

入 札 保 証 全

(現 金 納 付 )

提 出 方 法

ア 「入本L保証金納付寺発行依頼書」を持参すること

淑要事前連絡
イ 組合が発行する納入i壺 知書により金融機司で保証金を

納付 し、領収書 (与)を上記期限までに提出するこ

と。
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札保 4と二保険証券・
証書・地方公

提 出 方 法
持参又は郵送 (配違が確認できる方法にて送付するこ

と)

聞
間

期
期

険

証
保
保

開札 日か ら2か月 とする。

有 価 証 券 等
絡連で章

よ課当担記上に単酬事でのるあが整調の等法方入受時

◇

隠
井
学

入

こ

受

るす

契 約 保 証 免除 (那覇港管理組合契約規則第 4条第 1項第 9号による)

9 そ の

落
=と

決定後、テクジス等により内己置予定技術者の実績に関する違反の事実等が確認 された

場合、契約を結ばないことがある。
なお、病気・死亡 年選職等の場合でやむを得ないとして承認 された場合の外は、資格確認

申講書等の差誓貴_は認められないじ
病気等の待別な理由によりやむを得ず配置予定技術者を変更する場合は、 2に掲げる基準

を満た し、かつ当初の配置予定技術者 と同等以上の者を配置しなかすればならない。

の

置 予 定 技 術

確

契約金額の30%以内

分

前   金   払

支   払   条
適用あり
※那覇巷管理組合契約規員1第 41条の規定回数の範囲 ′Jヽ

l

本業務に係る契約は、落卒と者の決定後、 7日 以内に締結する.ただ し、管理者が待に指示

したときはこの限 りではない.
契 約 締 結 時

本業務の契約締結後、本業務の業務委託】←:を変更協議する場合及び本業務と関連する

を本業務受注者≧鮨意契約渭
~る

場合、変更協議又は関連習
~る

業務の予定価格の算定は、
の請負比率 (当初契約額■当初設計額)を変更業務価格または関連業務の設計額に乗
ヤ
ёイ子う。

務
業
た

業
本

じ講 負 代 金 等 の 変

入札参加者は、那覇港管理組合競争入札心得、建築設計業務等委託契約書及び仕様書を熟
し、 こ貯しを進守サ^る こと。の 遵 守 事

札  参 加 者
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